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１．会社概要

１．会社名 株式会社　飯田製作所

２．代表者 代表取締役　飯田　裕之

３．所在地 〒３６２-００６６

埼玉県上尾市領家１１６８－４

４．電話番号 ０４８（７８１）３１５１

　　FAX ０４８（７２５）９６０５

５．Eメールアドレス info@e-da.jp

６．URL http://www.e-da.jp

７．設立年月 １９６６年７月１日

８．資本金 １０００万円

９．事業内容

業種　：　金属加工業（精密金型設計　・　プレス加工）

製品　：　金型　・　加工金属製品

主要設備

　プレス機械 ・ CAD ・ カシメ機

  ワイヤーカット ・ 顕微鏡 ・ 各種測定器　他

１０．事業規模 建物延べ床面積 ８６２．８６㎡

従業員数 ２４名

１１．連絡担当者 環境管理責任者　　山口　真

１２．品質管理システム ISO9001：2015認証取得

 登録番号 04275

１３. EA21　認証・登録範囲 ： 全組織及び全活動

EA21　認証・登録年月日： 2022年10月31日

EA21　認証・登録番号 ：0013719

（２）



2．環境経営方針

（３）



３．環境経営組織図と役割

役割 主な責任と権限

１．環境経営方針の制定

２．環境管理責任者の指名（自己指名を含む）

３．経営資源（人、設備、情報等）の用意

４．ＥＡ２１取組状況の評価と見直し

５．環境経営目標、環境経営活動計画書策定時の承認

１．ＥＡ２１の構築と運用

２．遵法性評価

３．環境経営目標と環境経営計画の作成

４．環境経営目標と環境経営活動計画の実施状況の検討

５．コミュニケーション記録、是正・予防記録の承認

６．社長にＥＡ２１の運用状況の報告

７．緊急事態の訓練責任者

８. 文書管理

１．ＥＡ２１の周知、徹底と教育の計画

２．自部門に関する目標、活動計画の実施責任

３．手順書の承認

４．是正・予防の対策立案と実施責任

５．教育・訓練の実施責任者

１．目標、活動計画のうち自部門に関するものの実施

２．省エネ、分別排出、薬品類管理等決められた事項の実施

３．緊急事態への対応

*環境管理委員会は代表者・環境管理責任者・部門責任者によって構成される

社 長

環境管理責任者

部門責任者

従業員

資材部 経理部

ＥＡ２１認証登録範囲
全社・全活動（全製品） 代表取締役

飯田　裕之

環境管理責任者
山口　真

環境管理委員会

営業部 製造部 技術部 検査部 総務部

（４）



４．中期環境経営目標
0.441

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

(基準年)

％ 0.357% 0.355% 0.353% 0.351% 0.350%

低減率 ― 0.5% 1.0% 1.5% 1.8%

㎏－CO2 74,539 73,799 73,059 72,319 71,579

売上（百万円） 247 ― ― ― ―

㎏－CO2/売上 302 299 296 293 290

削減率 ― 1% 2% 3% 4%

ｋWh 148,008 146,528 145,048 143,568 142,088

ｋWh/売上 600 594 588 582 576

削減率 ― 1% 2% 3% 4%

ℓ 3,758 3,720 3,683 3,645 3,608

ℓ/売上 15.2 15.1 14.9 14.8 14.6

削減率 ― 1% 2% 3% 4%

㎥ 88.4 88.4 88.4 88.4 88.4

㎥/売上 0.4 ― ― ― ―

削減率 ― 適正管理 適正管理 適正管理 適正管理

ｋｇ 628.2 621.9 615.7 609.4 603.1

kg/売上 2.55 2.52 2.49 2.47 2.44

削減率 ― 1% 2% 3% 4%

月平均㎏ 74.9 74.1 73.4 72.6 71.9

月平均㎏/売上 0.303 0.300 0.297 0.294 0.291

削減率 ― 1% 2% 3% 4%

㎥ 353 353 353 353 353

㎥/売上 1.4 ― ― ― ―

目標 ― 適正管理 適正管理 適正管理 適正管理

ℓ 359 359 359 359 359

ℓ/売上 1.5 ― ― ― ―

目標 ― 適正管理 適正管理 適正管理 適正管理

*1 LPG（ガス）、水使用量に関しては、本業や売上よりも雇用人数に大きく影響を受けるため、

具体的な削減目標を出すのではなく、原単位が大きく変動しないよう適正管理に努める。

*2 産業廃棄物に関しては、排出月までの月平均で管理する。

廃
棄
物

一般廃棄物量削減

産業廃棄物量
*2

削減

水使用量*1

化学物質使用量*1

２０２１年発表東京電力
調整後排出係数

（㎏－ＣＯ２/ｋＷｈ）

環境経営目標項目 単位

中期目標値

製品不良率低減

C
O
2

CO2排出量削減

電力使用量削減

ガソリン使用量削減

LPG使用量
*1

（５）



５．環境経営目標の実績と評価（２０２２年度）

247

286

基準年実績
（2020年実績）

目標 実績 差異

基準年原単位
（2020年実績）

2022年度 2022年度 ％

kwh 148008 145048 169479

kwh/売上 600 588 593

ℓ 3758 3683 4188

ℓ/売上 15.2 14.9 14.6

㎥ 88.4 88.4 86.6

㎥/売上 0.4 適正管理 0.3

㎏-CO2 74539 73059 84994

㎏-CO2/売上 302 296 297

㎏ 628.2 615.7 492

㎏/売上 2.5 2.5 1.7

月平均㎏ 74.9 73.4 74.5

月平均㎏/売上 0.30 0.30 0.26

㎥ 353 353 339

㎥/売上 1.4 適正管理 1.2

ℓ 359 359 427

ℓ/売上 1.46 適正管理 1.49

*1 売上（≒生産量）に比例して変動する項目が多いため、

売上あたりの原単位にて評価する。

*2 LPG（ガス）、水使用においては、本業や売上よりも雇用人数に大きく影響を受けるため

適正な管理（基準年を大きく逸脱しない程度の数値管理）に努める。

*3 化学物質（内訳の9割以上が潤滑油）は不良率に大きく影響するため、

生産、または製品の状況に応じて適正な管理に努める。

×

×0.353% 0.442%

-1.9%

-15.5%

0.4%

-31.0%

○-17.1%

2.6%

0.09%

水使用量の適正管理

化学物質の適正管理

製品不良率の低減 ％ 0.357%

原単位の基準
売上（百万円）

2020年4月～2021年3月売上

2022年4月～2023年3月売上

項目 単位
原単位にて

評価

一般廃棄物排出量削減

産業廃棄物排出量削減

電力使用量

ガソリン

LPG

C
O
2
排
出
量
削
減 CO2排出量

削減

×

○

○

×

○

○-12.3%

0.8%

（６）



６．環境経営活動計画（２０２２年度）

活動事項 担当/部署 活動方法 対象者/部署

ISOにおける品質活動 萩原 指導 全員 ○

金型メンテナンスと改良提案 飯田 指導 技術/製造 ○

品質情報の収集 営業 指導 営業 ○

限度見本作成と不良サンプルの管理 山口 掲示 検査 ○

冷暖房の適切な設定 部門長 掲示 全社員 ○

空調機のフィルタ清掃 部門長 指導 各部署 ○

屋外機の冷却対策（日陰、散水） 山口 指導 各部署 ○

休憩時の消灯、間引き照明 各部署 掲示 全社員 ○

エコドライブの実施 営業 指導 営業 ○

定期的なタイヤ空気圧チェック 営業 指導 営業 ○

営業、配送ルートの見直し 営業 指導 営業 ○

ムダな給湯止め 当番者 掲示 全社員 ○

節ガスの表示 山口 掲示 環境委員会 ○

梱包材の再利用、分別、返却 各部署 掲示 全社員 ○

コピー用紙の裏紙利用、両面印刷 土井 掲示 全社員 ○

廃段ボールのリサイクル回収 土井 掲示 全社員 ○

梱包材の再利用、分別、返却 各部署 指導 技術/製造 ○

材料の分別、リサイクル回収 山口 指導 技術/製造 ○

スキット、パレットの返却の推進 営業 指導 製造/営業 ○

漏水チェック 総務 掲示 総務 ○

節水表示 山口 掲示 環境委員会 ○

適正・適量使用の推進 山口 指導 環境委員会 ○

取扱時の注意喚起表示 山口 掲示 環境委員会 ○

化学物質のSDS管理 山口 指導 環境委員会 ○

* 年度を通じて活動できた項目に関しては○、活動できなかった項目に関しては×で評価。

化学物質
管理

電力使用量
削減

ガソリン使用
量削減

LPG使用量
削減

ＣＯ２

排出量
削減

一般廃棄物
排出量削減
（事務所）

方針

製品不良率
低減

産業廃棄物
排出量
（工場）

活動事項
実施評価

水使用量
削減

（７）



７．次年度　環境経営活動計画（２０２３年度）

活動事項 担当/部署 活動方法 対象者/部署

ISOにおける品質活動 萩原 指導 全員

金型メンテナンスと改良提案 飯田 指導 技術/製造

品質情報の収集 営業 指導 営業

限度見本作成と不良サンプルの管理 山口 掲示 検査

冷暖房の適切な設定 部門長 掲示 全社員

空調機のフィルタ清掃 部門長 指導 各部署

屋外機の冷却対策（日陰、散水） 山口 指導 各部署

休憩時の消灯、間引き照明 各部署 掲示 全社員

エコドライブの実施 営業 指導 営業

定期的なタイヤ空気圧チェック 営業 指導 営業

営業、配送ルートの見直し 営業 指導 営業

ムダな給湯止め 当番者 掲示 全社員

節ガスの表示 山口 掲示 環境委員会

梱包材の再利用、分別、返却 各部署 掲示 全社員

コピー用紙の裏紙利用、両面印刷 土井 掲示 全社員

廃段ボールのリサイクル回収 土井 掲示 全社員

梱包材の再利用、分別、返却 各部署 指導 技術/製造

材料の分別、リサイクル回収 山口 指導 技術/製造

スキット、パレットの返却の推進 営業 指導 製造/営業

漏水チェック 総務 掲示 総務

節水表示 山口 掲示 環境委員会

適正・適量使用の推進 山口 指導 環境委員会

取扱時の注意喚起表示 山口 掲示 環境委員会

化学物質のSDS管理 山口 指導 環境委員会

* 次年度（2023年度）目標値に関しては、中期環境経営目標の目標値とする。

方針

製品不良率
低減

ＣＯ２

排出量
削減

電力使用量
削減

ガソリン使用
量削減

LPG使用量
削減

一般廃棄物
排出量削減
（事務所）

産業廃棄物
排出量
（工場）

水使用量
削減

化学物質
管理

（８）



８．遵法状況と苦情等の有無

適用法規制名 遵守事項 対応 遵守状況

委託契約書の適正管理 契約書を保管 ○

マニュフェストの適正管理 マニュフェストの適正管理 ○

マニュフェストの報告 ２３年６月に報告書提出 ○

産廃の適正な管理保管 産廃置場に表示、飛散・悪臭なし ○

リサイクル券の保管 車検証とともに保管 ○

リサイクル券の引渡し（廃車時） ２０２２年廃車なし ○

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法 適合表示の確認 車検証にて適合表示確認 ○

浄化槽の設置届・変更届 設置届出　役場へ確認済 ○

保守点検 年３回　点検票を確認 ○

法定点検 年１回　検査証を確認 ○

悪臭防止法 悪臭の防止 周囲にて臭気の無い事を確認 ○

フロン券の管理 フロン券を確認 ○

定期点検 フロン簡易点検表に基づき実施 ○

修理点検記録の管理 フロン簡易点検表と併せて ○

埼玉県生活環境条例 アイドリングストップ エコドライブ実施中 ○

関連法規制等の遵守状況の評価の結果、法規制の逸脱はありません。

また、関係機関からの指摘、および利害関係者からの苦情、訴訟は過去3年間ありませんでした。

廃棄物処理法

自動車リサイクル法

浄化槽法

フロン排出抑制法

状況確認日　：　２０２３年６月１９日主な適用法規については下表のとおりである。

（９）



９．代表者による評価と指示

代表者による評価

目標と計画兼フォロー表

遵法チェック表

環境コミュニケーション記録

代表者による指示

変更の要否 代表者の指示

環境経営方針 □要

■不要

環境経営目標 □要

■不要

環境経営計画 □要

■不要

実施体制 □要

システム全般 ■不要
環境への配慮や取り組みを周知させ、全社教育を行うとともに、改
善の雰囲気を醸成すること。

システム文書 代表者による評価

環境経営目標の達
成状況、環境経営
計画の実施状況、
及びその効果

電力使用量において目標が未達成であった。
真夏日、猛暑日の増加に伴い、エアコンの電力
使用量が増えた事が要因と考えられる。絶対量
における評価ではなく、原単位での評価に変更
したことで、実態を正しく把握できるようになった
点は良かった。
経済活動に比例しての増加を考慮して、概ね妥
当であると評価している。

法規の遵守状況
環境管理責任者により問題ないことを確認し
た。

外部からの苦情・要
望、システム全体

環境コミュニケーションに記載するべき事態は
発生しなかった。

原単位での評価方法へ変えたことで、より正しく実態を把握すること
が出来るようになった。今後データを積み重ね、基準となる目標値や
適正な管理値（データ蓄積による中央値）を明確にしていく必要があ
る。
運用の実績を積み重ねた上で、課題とチャンスの見直し、または確
認を経営会議の場で検討し、以降に変更の要否を再考したい。

（１０）


